国立試験研究機関独法のゼロベース再編について
安達　雅樹、Adachi Masaki（東京支部運研分会）
１．概要
　独立行政法人（以下独法）という制度が2001年4月に発足して以降、国立試験研究機関は大なり小なりの終わりなき変化にさらされており、数年後には何度目かの大きな変化を迎えようとしている。本紙では昨年12月に閣議決定された独法のゼロベース再編について概説した上で、その影響を受ける海技研を含む運輸３研の現状を報告する。
２．再編の経緯
　今回の契機になったのは2007年4月に発覚した独法である緑資源機構の官製談合事件といわれている。現役農水大臣の自殺にまで至ったこの事件は独法における随意契約の見直しに留まらず、5月9日の経済財政諮問会議では構造改革の一環として年末までに全独法のゼロベースでの再編計画を策定することが確定していた。この時期、多くの独法が第2次中期計画の2年目で再編後の組織の業務が軌道に乗り始める時期にあたる。にもかかわらず、4月19日に公正取引委員会が緑資源機構などを強制捜査してから1ヶ月も経たずに再編案が議題に上がった、という経緯を顧みると、今回のゼロベース再編案は政府への批判をかわすために場当たり的かつ戦中の隣組的な発想で立ち上げたのではないかという疑念が残る。
　以降、この再編案は行政減量・有識者会議の主導で進められ、8月に基本方針が閣議で決まった。その後官庁からのゼロ回答という名の抵抗はあったものの秋にはヒアリングが粛々と行われ、12月24日に整理合理化計画が閣議決定された。
３．再編の概要
　今回のゼロベース再編を概説したものを図１に示す[1]。組織については統廃合や非公務員化だけではなく民営化や事業見直しも併せて提示され、独法の数は105から85に減らされる。これらの組織改編は策定の段階で独法を類型化し、その基準となる事業の中身から判断したと推測されるが、本来であれば制度が確立した時点で独法を類型化し、それに基づき評価の基準などを定めるべきであり、類型化の作業はあまりにも遅すぎたといわざるを得ない。その事業見直しの数は今まで以上となり、JAXAの航空部門の段階的中止などが挙げられている。
　さらに今回の大きな特徴は統治体制の見直しである。今まで独法の理事長と監事は所轄省庁の長が任命していたが、これに内閣の承認という手続きが介入する。これは公募などで独法のトップに民間人材の導入を促すための措置である。また評価については総務省内の評価委員会で一元管理することになり、この委員会は総理大臣が任命する18名で構成される。ただし、独法が携わる多種多様の業務をこの18名で期限内に評価できるについては疑問が残る。おそらく委員会の下に分科会を設けて実質的な作業をそちらに委託するかたちになると予想されるが、いずれにせよ委員のみならず内閣府や総務省の職員に過大な負担がかかり評価がおざなりになる可能性が出てくる。
４．運輸３研の再編の影響
　運研分会の会員が所属している運輸３研（海技研、交通研、電子研）も当然この整理合理化の対象となっている。具体的には、

· ３研および港湾空港研との統合

基本方針では、運輸３研に横須賀にある港湾航空研、つくばにある土木研と建築研を加えた６研の統合、海技研の大阪支所及び電子研の岩沼分室（宮城）の廃止が盛り込まれていた。しかし最終的には統合対象から土木研と建設研は除かれ、大阪支所と岩沼分所は存続となった。
· 交通研の自動車審査部等の分割
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交通研には新型自動車の安全基準を審査する自動車審査部と自動車のリコールを技術的に検証するリコール技術検証部があるが、４研の統合に伴いこれらは交通研から分割され、車検を業務とする自動車検査独法に移る。
· 各種業務の見直しなど
合理化計画には研究業務の取捨選択、それにともなう施設の廃止、知財の活用などによる自己収入の増大なども盛り込まれた。

　紙面の都合から、再編に対する運輸３研内部の動きや予想される今後の課題については当日の発表にて報告する。

５．独法改革に終わりはあるのか？
　今回の経過から、独法は長期間存続する組織ではなく、現存する独法がすべて民間法人や財団法人などに移行した後は通則法を廃止するのではという懸念が生まれている。一方トップである各独法の理事長や評価委員会および政府関係者は、中期計画を越えた視野で独法を今後どうするかというビジョンを提示していない。運営費交付金の抑制が前提となる支出削減や行政改革のみを目的としたこれまでのリストラは職員に疲労を蓄積させるだけで閉塞感をもたらしている。こうした事態にトップが対応仕切れていないのが、独法というシステムの欠陥の一つであろうと考えている。
　私自身は、独法という制度を一旦立ち止まって検証した上で制度の廃止または軌道修正を図る時期に来ていると見ている。それにはまず今までの経過とその結果を十分に分析しなければならない。以下に挙げる論文は今後の独法のありようを考える上での参考になると思われる。
· 醍醐聰、独立行政法人会計基準の問題点、国公労調査時報、No.523, pp.19-24、2007
· 岡本義明、現行の独立行政法人の抱える課題と改善提言、季刊政策・経営研究、vol.2, pp.130-168, 2007
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図１　独法整理合理化計画の概要[1]

















